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特別論文 
 
新市の設立がもたらす公共サービスへの問いかけ 
―サンディスプリングス市の包括民間委託と周辺での広がりを事例に 
 
難波 悠 
東洋大学ＰＰＰ研究センター  
 
はじめに 
米・ジョージア州サンディスプリングス市では 2005年に市を設立した際、市直傭の職員は
ほとんどおらず、大半の公共サービスを民間事業者に委託する「包括民間委託」が注目を
集めた。その後周辺地域で 12 年間に 10 自治体が設立され、モデルの多様化が進んだ。自
治体を新たに作る際に各地域が自らの特性分析をし、ゼロから自治体を構築している。各
地域住民が求める「最低限の公共サービス」の明確化や課税ベースと公共サービスに係る
費用の比較、提供手法（民間委託を含む）や組織の検討、郡や周辺自治体との関係によっ
て、自治体の在り方の模索が続けられている。これは、自治体の規模や地域特性、自主財
源の規模にかかわらずほぼ全国一律の公共サービスを提供している日本の自治体とは大き
く異なる。 
本稿では、サンディスプリングス市周辺で起こっている自治体設立の動きから、自治体が
提供するサービスがどのように規定されるのか、それが明らかになった場合に誰が、どの
ように提供するのか（サービス提供、資産所有等）といった点を分析し、日本の自治体と
比較する。 
 
I 米・ジョージア州における取組 
1.サンディスプリング市の誕生 
ジョージア州最大の都市アトランタ近郊で 2005年、サンディスプリングス市（フルトン
郡）という新しい市が誕生した。南北を既存の市（南が州都のアトランタ市）、東西が別の
郡に囲まれた「非市制化地域 1」だった地域で、アトランタ市に通勤する人口も多い郊外住
宅地であった。アトランタ市北部の「バックヘッド」地区で急速に商業・業務の集積が進
み、この波及効果で、近年は新しいオフィスや共同住宅の開発が進んでいる。アトランタ
市は長年サンディスプリングス地区の一部を併合 2しようとしており、これに反対するサン
ディスプリングス地区の住民は、1970 年ころから、市設立の動きを進めていた。フルトン
                                                   
1 Unincorporated地域のこと。本稿では、自治体の形態として「市(city)」のみを認めているジョージア
州を中心に論考するため、「非市制化地域」とした。州によっては、市の他に town, borough等の形態を認
めている。 
2 Annexationのこと。主に、非市制化地域の商業・業務地区等、税収の増加に寄与しそうな地域を既存自
治体が自らの市域に取り込むことを指す。併合する地域は地理的に接続している場合もあれば、飛び地に
なっている場合もある。 
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郡は南北に細長い行政区域を持つが、市域が南北に 30キロ強あるアトランタ市が郡の中央
部に位置し、かつ様々な公共サービス（例 公立学校、水道等）をフルトン郡とは別に自
ら提供していたため、公共サービスの提供効率が悪かった。このため、フルトン郡全域で
市制化の動きが活発化した。 
サンディスプリングス市が注目を集めたのは、設立と同時に政策立案等以外の市役所業
務を民間企業１社に委託したことによるものである。ジョージア州の法律では、州議会の
同意を得て住民投票を実施し、住民投票で市設立が決まったら半年以内に市を設立する必
要がある。しかしながら、住民投票による市の設立決定時には、「市役所」の組織を整備す
るための権限、財源、人材がなく、時間も極端に短い。こういった背景と、サンディスプ
リングス市設立に携わった関係者に民間企業の役員経験者などがいたことから、できるだ
け契約を大きなパッケージとして民間に設立初期のリスクを丸抱えしてもらう手法が考え
出された。実際には募集要項は「行政事務」「技術」の二つに分けて発出されたが、結果と
して CH2M Hill OMI 社が両方で最優秀に選ばれた。この契約は、民間企業に一定の裁量を
与え、民間企業のノウハウとリスクによって業務を履行してもらう「包括契約 3」のスタイ
ルをとっていた。 
市の設立前に実施されたフィージビリティスタディで比較した類似規模の自治体では、
職員数約 500人、市の運営費 5000万ドルが必要とされたのに対し、同市では市長、市議会
議員（６人）、警察、消防をのぞくと、市が直接雇用する職員数は４人（当時）のみで、委
託費は年 2400～2900万ドルと、税金に対する運営効率の高さでも注目された。 
 
2.自治体の誕生とジョージア州の自治制度 
サンディスプリングス市設立当初の広報によれば、同市はジョージア州において約 50年
ぶりに新設された市となる。ところが、米国において新市の設立というのは決して珍しい
ものではない。米・センサス局のデータによると、1970年から 2016年までの間に 1500以
上の「自治体」が設立されている 4。米国では、州によって違いがあるものの、ごく基礎的
な公共サービスを担う行政単位として「郡」が州を満遍なくカバーしているが、市町村が
存在していない地域も多い。全米では人口の 37％、面積比では 96％が非市制化地域である。 
ジョージア州では、郡が行うことを義務付けられているのは、郡上級裁判所書記官、遺
言裁判所判事、保安官、税管理人と徴税官または税務局長を選挙によって選出し、これら
の役職に付随した公共サービス、また州の出先機関的な役割を提供している。同州では、
全ての郡が下級裁判所の運営、有権者登録と選挙事務、車両登録、公文書管理、道路の整
備と維持管理、遺言検証、福祉事業を行っている。一方で、例えば警察・消防、廃棄物処
                                                   
3 包括契約は、複数の業務をまとめて委託することを指すこともあるが、本稿では、一定の裁量を認める
委託形態を「包括契約」と呼ぶこととする。 
4 設立後に解散、合併等により消滅している「自治体」もある。また、本データはアンケートを取りまと
めたものであり、必ずしも公式の自治体数のカウントであるとは言えない。本データには、サンディスプ
リングス市以前は長らく自治体の新設が無かったとされているジョージア州の自治体も含まれている。 
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理、公園レクレーション、水道、公営住宅、公共交通、図書館、建築許可、都市計画など
はホームルールの中で郡や自治体に認められた「補完的権限」とされている。多くの郡で
はこれらの業務のうちのいくつか（あるいは全て）を提供している。 
なお、同州の多くの郡は「理事会－マネジャー方式」の統治体制をとっており、この場
合、郡の首長は選出しない。 
ジョージア州では、市制発足の要件として、市の憲章で市域、名称、統治体制、提供す
る公共サービス（最低３つ 5）等を定めることが求められており、また、州法での定めはな
いものの州議会で承認を得るには、当該市域内から見込まれる税収によって提供しようと
する公共サービスの費用を賄うことができることを（同州内の州立大学によって）客観的
に証明するのが慣例となっている。 
報道などでは、サンディスプリングス市等の市の設立を「独立」と表現されることも多
いが、実際には新市も郡に属し、郡に対する納税 6も行っている。 
 
3.周辺地域への広がり 
同市が位置するフルトン郡では、サンディスプリングス市の設立機運が高まったころか
ら非市制化地域で自治体設立運動が活発化していた。フルトン郡内の非市制化地域全域で
４つの自治体の設立可否を問う住民投票が行われ、相次いで３自治体（ミルトン市、ジョ
ンズクリーク市、チャタフーチーヒルズカントリー市〈現チャタフーチーヒルズ市〉）が発
足することとなったが、フルトン郡南部のサウスフルトン地域は住民投票により市発足が
否決された。発足したいずれの自治体もサンディスプリングス市同様に全業務の包括委託
が行うこととし、委託先としてサンディスプリングス市での実績があった CH2M Hill 社を
選定した。 
新市の設立後、金融危機による税収の落ち込みが各自治体を襲い、各自治体は契約の見
直しや再交渉の必要性に迫られた。契約の縮小、減額、委託から直庸への転換などが行わ
れることとなった。同時に１社包括契約を受託していた企業が同一企業であったことから、
                                                   
5 サンディスプリングス市をはじめ発足した自治体の多くは多岐にわたる公共サービスを提供している。
2012年に発足したピーチツリーコーナーズ市は最低要件を満たす３つのみを提供し、それ以上への拡大を
憲章で禁止した。2017年にこれが州の憲法に違反するとして問題となり、執筆時点でこの対応が検討され
ている。 
6 サンディスプリングス市のあるフルトン郡を例にとると、同郡の住民が支払う税金は、二層になってお
り、一階部分として郡が定める税率（郡内一律）と郡またはアトランタ市の教育区が定める税率、二階部
分として市制化された地域では各市が定める税率、非市制化地域では「非市制化地域」として郡へ支払う
税率が定められている。このため、新市ができた場合には郡が「非市制化地域」に「自治体サービス」を
提供する費用として徴収していた税が各自治体の市税へと置き換わるもので、一階部分の郡の税収や郡内
他地域への自治体サービスのための税収が減ることはない。このため、「新市ができたことで郡の財政が苦
しくなった」といった議論は誤った認識に基づくものである。また、州内でも徴税費目や特別税の徴収状
況は異なる。フルトン郡では LOST（Local option sales tax、地方消費税）を徴収しているほか、さらに
SPLOST（Special purpose sales tax、治安、交通など特定目的のための地方消費税）の徴収を予定してい
る。周辺では SPLOSTの導入予定の郡が複数あるが、LOSTは徴収していない郡もある。なお、ジョージ
ア州の場合、LOSTの割り当てを得られるのは自治体のみで、非市制化地域では割り当てを得られないた
め、それも自治体設置の動機となる。 
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寡占化に対する懸念が自治体側に芽生え始めた。 
金融危機の後でも、アトランタ市近郊での
自治体設立の動きは郡を超えて広がっている。
サンディスプリングス市に隣接し、業務・商
業地域を共有するダンウディ地区（ディカル
ブ郡）を皮切りに、フルトン郡東のディカル
ブ郡では４市が設立された。ギネット郡でも
１市が設立されたのに加え、2007年に住民投
票で市設立を否決したサウスフルトン地区で
も市が設立された。現在でも、新しい市の設
立に向けた活動が複数の地区で進められている。 
 
4.モデルの多様化 
サンディスプリングス市をはじめとしたフルトン郡内の新市における CH2M Hill 社との
契約は、業務範囲が広く契約規模が大きい代わりに、民間事業者に多くのリスクを負って
もらうものであった。新市が公式に設立されるまで、民間企業は正式な契約なしに様々な
準備作業を進めることになる。庁舎となるオフィスビルの賃貸借契約や内装工事、オフィ
ス機器や車両のリース契約に始まり、市の業務に携わる人材の確保などを行う。また、自
治体は設立されてもすぐには税収がないため、その間の運転資金の調達も必要となる。サ
ンディスプリングス市などでは、初期投資、初年度運転資金の調達も民間が担った。一方
で、こういったリスク分のプレミアムや管理費用、保険料などの費用として提案価格に乗
っている。加えて、最初に事業に参入した事業者ほどリスクが軽減されるため、参入障壁
が低くなり、寡占化が起こりやすくなる。 
ダンウディ市（2008 年設立）は、金融危機の影響を大きく受けた自治体の一つである。
当初、全業務を一つにまとめた包括契約を CH2M Hill 社と結ぶ方針だったが、サンディス
プリングス市に比べて税目が少なく予算規模が小さいことや、金融危機による財政への影
響の懸念から、市議会が CH2M Hill 社との契約に待ったをかけた。民間企業間の競争を活
発に、契約金額を縮小すべく、契約を３分割して発注した分割により、CH2M Hill社の提示
額に比べ 35％の委託費用低減につながった。サンディスプリングス市も、契約更改時に契
約を７分割することを決めた。７分割したうち、IT と財務の２部門は他部門との同時受注
を認めず、残りの５部門は単部門でも複数部門でも受注可能とし、複数部門を受託場合に
は管理費の割引を求めた。分割により、同市でも年間の委託費用が約 700 万ドル低減され
た。その後新たに発足した自治体でも、契約を複数に分割して発注するモデルが普及し、
受託企業も地元中小企業から大企業まで多様化した。 
2017年に発足したストーンクレスト市では、全業務を一括での包括委託を実施している。
現在は、市長、市議会議員を除く全ての職員を民間企業が雇用している。一方、同時に設
(筆者作成) 
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立されたサウスフルトン市では、郡の職員を市の職員として引き継ぐ伝統的な組織の構築
を進めている。 
サンディスプリングス市は、2018、19年の２回に分けて第３期の契約を行う計画だ 7。契
約更改にあたり、いくつかの変更が実施される予定になっている。主な変更点は、各部門
の部長級職員の直庸化、受託企業の従業員への福利厚生の適正化などである。ダンウディ
市では、既に一部部門と部長級職員を直庸に切り替えており、今後は業務特性、中長期的
な経済性や民間企業による付加価値、人材市場の状況を鑑みて委託、直庸を判断するとし
ている。 
 
図表１ 委託形態の多様化 
モデル 包括契約 
（一社契約モデル） 
包括契約 
（分割契約モデル） 
ハイブリッドモデル
（直庸＋委託） 
伝統的自治体モデル 
特徴 民間事業者に一定の裁
量を与える包括契約で
全ての業務を一括して
同一の民間事業者に委
託する契約 
複数の部門に分けた上
で、各部門の中で民間
事業者に一定の裁量を
与える包括委託をする
契約 
一部の部門や部門長等
を特性や財政状況等に
応じて市が直接雇用
し、残りを委託する 
各部門において一部の
業務を民間事業者に委
託するもの。通常は仕
様の詳細を定めて委託
し裁量は少ない 
メリット ・民間の自由度が高い 
・多くのリスクを民間
に移転できる 
・企業間の競争 
・契約に関する自由度、
財政の自由度が高まる 
・市組織への経験の蓄
積ができる 
・利害対立がない 
・事例、経験がある 
転籍への抵抗が少ない 
デメリッ
ト 
・受注できる企業が少
なくブラックボックス
化 
・財政が硬直化、契約
見直しが困難 
・スケールメリット、
自由度の低減 
・部門ごとに管理費用
が発生 
・市役所の見極め能力
が必要（何を委託する
か） 
・企業が「派遣会社」
化 
・財政、組織の硬直、
肥大化 
・「民間の知恵」は無い 
（筆者作成） 
 
5. 自治体が担うべき業務 
アメリカの連邦政府においては、民間委託可能な範囲を決める考え方として業務を
Inherently governmental function（政府固有機能）か Commercial（市場で調達が可能）
かで分類を行おうという試みが 1960年代から始まった。しかし、当時は一定の機能は外部
委託してはならないとしたのみであり、いわゆる「市場化テスト」である行政管理予算局
通達（OMB Circular A-76）が 1980年代に出された際にも、あらためて政府固有機能を「政
府被用者による遂行を義務付けるほどに公益に密接に関連する機能」と定義するにとどま
っている。OMB Circular A-76 を受けた連邦調達規則（FAR）サブパート 7.3 において「本
質的に政府の機能（Inherently governmental）」の業務は政府の職員が行い、「商業的機能
（Commercial）」は競争の対象とすべきであるとし、本質的に政府の機能については事業者
に委託すべきではないとしている。また FAR サブパート 7.5 においては、本質的に政府の
機能として犯罪捜査、軍隊の指揮、外交、政策や規則の立案、諜報活動、連邦職員の人事
                                                   
7 第二期の契約は 2018年までで、本来であれば７分野全てを同時期に更新するが、同氏は 2018年に視聴
者の移転など大型プロジェクトを進めているため、更新時期をずらすこととした。 
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管理、財産処分、調達、予算、税・利用料・手数料等の徴収と管理、口座や信託の管理、
議会や監査への対応など 20項目を列挙している。さらに、本質的に政府の機能とは分類さ
れないものの、事業者が業務の遂行をする場合や政府が事業者の業績を管理する際に同様
の性質をもつものとして、予算策定のための研究分析、組織改正や計画、人材管理・育成
計画、規制の立案、事業者の業績管理、調達計画の支援、契約管理支援、技術提案書の評
価や要求水準策定支援、調停、検査などに関連した 19の役務を挙げている。 
 
ジョージア州では、前述の通り、上級裁判所の書記官や遺言裁判所判事、保安官（代表）、
税管理人と徴税官または税務局長を選挙によって選出することが義務付けられており、そ
の職に関連する業務や州内で地理的連続性、広域的な公共性が必要と考えられている業務
が全ての郡で提供されている。郡の義務に対応して行われているものには下級裁判所の運
営、有権者登録と選挙事務、車両登録、公文書管理、道路の整備と維持管理、遺言検証、
福祉事業があり、これらは全ての郡で（質や量は郡によりまちまちであるが）提供される
「ユニバーサルサービス」とも呼ぶことができるものである。一方で、その他の「補完的
権限」は郡や自治体が自ら提供するかどうかを選択できる。ジョージア州の自治体協会が
提示しているモデル憲章では、39の項目（ただしこれは事務事業に限らず、徴税権、契約、
ギフトの贈収なども含む項目数）を自治体の権限として列挙している。サンディスプリン
グス市を始めとした自治体の場合、多くはこれらの「補完的」な公共サービスの中から選
択し市の憲章に明記したサービスを（当初郡が提供していた体制から）実施している。選
挙事務や車両登録、遺言検証、福祉事業は引き続き郡によって提供されている。ジョージ
ア州の法律では、前述の通り自治体の設立にあたって最低三つの公共サービスを提供する
ことが求められている。ただしこれらのサービスの提供は、各自治体が自ら行わなければ
ならないとはされておらず、政府間合意（IGA）によって他の自治体（郡や他の自治体）に
委託することや、民間企業に委託することも可能だ。 
サンディスプリングス市をはじめとした新設自治体では、民間委託の検討の効果もあり、
各自治体による業務執行や委託の考え方の整理が行われている。通常は政策立案の根幹で
あり、行政運営と議会との折衝役となるシティマネジャーは市が直庸する。加えて、多く
の自治体では警察、消防等の職員は公務員として雇用されている。 
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図表２ サンディスプリングス市における業務分類と官民役割分担 
ただし、2017 年に設立されたストーンクレスト市では、現在シティマネジャーも委託先
である CH2M Hill 社経由で雇用するという変則的な形態をとっている。財政規模が小さい
同市にとっては、様々な初期投資を一時的に民間事業者が肩代わりし、それを数年かけて
契約期間中に分散払いすればいいことで単年度の負担が軽減された。新税の徴収などで税
収が増加する数年後にシティマネジャー等のコアな人員を順次直庸に切り替えていく計画
だ。シティマネジメントの業務は、自治体の経営戦略、その実現に必要な政策・施策を企
画・立案し、議会による決定を受けて実行を担う。 
 
図表 3 各自治体の民間委託の範囲と形態 
自治体 民間委託の範囲と形態 特徴 
サンディスプリングス市 政策立案、警察、消防を除くほぼ
全業務 
包括→分割→ハイブリッド 
部長級を直庸化するハイブリッド型へ切り
替え予定。それ以外は現状の分割を維持 
ジョンズクリーク市 IT、都市計画、公園、公共事業 
包括→ハイブリッド 
包括委託を受託していた企業が担うプロジ
ェクト管理、契約管理を内製化。サブコン
との直接契約 
ミルトン市 IT、都市計画、公園、公共事業 
包括→ハイブリッド 
公共サービス需要増に対応するための分析
を実施予定。委託範囲の拡大、職員増を含
めて対策を検討予定。 
ダンウディ市 政策立案、人事、裁判所、警察、
消防をのぞく業務 
分割→ハイブリッド 
委託業務のうち、財務部門を内製化するこ
とも検討 
ピーチツリーコーナーズ市 政策立案以外のほぼ全て（市の業
務範囲は限定的） 
分割（１社が全部受託） 
州憲法の規定との関係から今後自治体業務
の範囲が拡大される見込みに合わせ、税徴
収、委託等を検討 
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包括委託（スタンドアローン） 
包括委託 
⑤公共事業 ① ② ③ ④ ⑥ ⑦コミュニティ開発 
※①～⑦のうち、「財務」または「IT、GIS」を受託する場合、他の業務を
受託することはできない。 
③～⑦の業務は、複数分野に提案、受託することが可能。 
コールセンター、緊急通報（E911コールセンター）と緊急車両配備も別途
民間委託。 
このほか、水道事業はアトランタ市へ委託、ごみの収集は民間企業へ委託を
行っている。 
（筆者作成） 
独立した委託 
裁判
事務 
遺言
検認 
サブコン契約 
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サウスフルトン市 ITの一部、その他業務に応じて 基本的には郡の職員を受け入れ。部分的に
一般的な委託は実施。 
ストーンクレスト市 ほぼ全て 
包括 
今後政策立案にかかわるコア人材のみ内製
化予定。数年で業務範囲拡大 
（筆者作成） 
 
サンディスプリングス市周辺でも、多くが議会＋民間委託では困難で、執行部の管理を
行う人材は直庸化が進んでいる。これは、一つには公共の福祉の追求と民間の利益の最大
化の両方のバランスをとるためには、「Two-heads/Serving two masters」が必要で、それ
を民間の内部でやろうとすると、委託先企業の人材に負担がかかるというのが一転、さら
には人材のマーケットとして、自治体の職員に求められる機微（特に議会との関係、市民
対応、政治的にセンシティブな情報の取り扱いなど）にたけた人材が「公務員」に多く、
様々な理由から公務員であることを希望するケースがあることの二点が大きいようである。 
 
6.最小限の自治体（City lite）の誕生とホームルールの原則 
2012 年に設立されたピーチツリーコーナーズ市は、州の憲法に定められた自治体設立要
件の最低限の数の公共サービスのみを行うことを宣言した自治体で「City Lite」と呼ばれ
た。元々同市の市域は、民間による宅地開発によって開墾、造成された地域で、下水道整
備等も民間資本で行われたため、夜警国家的な小さな政府を志向する有権者層も多く、良
好な生活環境の維持のため、ゾーニングや土地利用に関する権限だけを求めていた。しか
し、ゾーニングや土地利用に関して強制力のある権限を持つには（ジョージア州の制度で
は）自治体となる必要があったため、自治体を設立しながらも、その憲章において市が持
つ権限を都市計画とゾーニング、法令執行、廃棄物処理のみと明確に限定し、それ以上の
サービスを提供する場合には住民投票による市民の合意が必要とした。これに伴い市が徴
収可能な財産税率の上限も非常に低く設定した 8。City-Lite は同州における自治体の在り
方に波紋を投げかけた。 
ジョージア州上院が立ち上げた「併合、分割、自治体設立検討委員会（Annexation, 
Deannexation, and Incorporation Study Committee）」を設置し、地方自治体の設立や併
合等の手続きの透明性、公平性、州民の利益の最大化の確認と負の影響があった場合の対
応を検討することとした。この委員会では、自治体が行使する権限を拡大の際に住民投票
を必要と定めている City lite 自治体の憲章が、自治体の権限の制限等は「一般法」によ
ってのみ可能であると定めた州の憲法に違反する可能性があると指摘した。また、同州は
ホームルールを採用する州であり、郡の中に市が設立された場合、一部の権限は自治体が
郡よりも優先して持つものであるとして 2015 年に OCGA（ジョージア州法）セクション 36
－31－7.1などの条項を追加した。この条項は、郡内に自治体が設立された場合に、郡と市
                                                   
8 市の憲章で財産税率の上限を設定するというのは、新市において採用されている手法である。 
9 
 
が別途共同の条例で定めない限り、市域内の郡道の所有、維持管理は自治体に移管される
と推定するとし、かつこの原則を 2005年以降に設立された自治体にさかのぼり適用した 9。
このため、ピーチツリーコーナーズ市は、憲章では「禁止」されているものの市域内の郡
道の所有・維持管理を行わなければならないこととなり、憲章を改定するか、ギネット郡
と交渉して郡に所有・維持管理を委託する条例を制定して費用を負担する必要性に迫られ
ることとなる。 
同委員会では、これに加え、現在ジョージア州で設立可能な自治体の形態として「City」
のみであるのに対し、都市計画とゾーニング等限定的な権限のみを行使する自治体
（Townshipや Village）の形態を認めることを検討するよう提言している。 
 
II 日本 
地方自治法では、「地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域に
おける行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うもの」（下線は筆者）とされてお
り、地域における幅広い事務を行うことが想定されている。平成 11年の地方分権一括化法
の施行により、自治体が行う事務が「法定受託事務」と「自治事務」の二区分とされた。
自治事務は「地方公共団体の処理する事務のうち、法定受託事務を除くもの」とされ、こ
の中にも法令により実施が義務付けられているものと、自治体が任意で行うものとがある。
地方分権一括法の施行に合わせて削除されるまで、地方自治法では、地方公共団体の事務
を例として列挙していた。列挙された事務は 22項で、この項目にはそれぞれ複数の事務事
業が含まれているため、自治体が提供する事務内容は多岐にわたる。 
 
一 地方公共の秩序を維持し、住民及び滞在者の安全、健康及び福祉を保持すること。 
二 公園、運動場、広場、緑地、道路、橋梁、河川、運河、溜池、用排水路、堤防等を設置し若しくは
管理し、又はこれらを使用する権利を規制すること。 
三 上水道その他の給水事業、下水道事業、電気事業、ガス事業、軌道事業、自動車運送事業、船舶そ
の他の運送事業その他企業を経営すること。 
四 ドツク、防波堤、波止場、倉庫、上屋その他の海上又は陸上輸送に必要な施設を設置し若しくは管
理し、又はこれらを使用する権利を規制すること。 
五 学校、研究所、試験場、図書館、公民館、博物館、体育館、美術館、物品陳列所、公会堂、劇場、
音楽堂その他の教育、学術、文化、勧業、情報処理又は電気通信に関する施設を設置し若しくは管理し、
又はこれらを使用する権利を規制し、その他教育、学術、文化、勧業、情報処理又は電気通信に関する
事務を行うこと。 
六 病院、隔離病舎、療養所、消毒所、産院、住宅、宿泊所、食堂、浴場、共同便所、公益質屋、授産
施設、救護施設等の保護施設、保育所、養護施設、教護院等の児童福祉施設、老人ホーム等の老人福祉
施設、身体障害者更生援護施設、留置場、屠場、じんかい処理場、汚物処理場、火葬場、墓地その他の
                                                   
9 前述のとおり、自治体が設立されても同時に郡には帰属する。非市制化地域には郡内で一律の税率が課
せられるが、自治体を制定した場合、当該自治体内でサービスを行う分の税率は当該自治体が個別に設定
する。ところがピーチツリーコーナーズ市は、財産税率の上限を 1ミル（１ドルあたり 1000分の１の課
税）とサンディスプリングス市の上限（4.731ミル）と比較しても非常に低い税率の上限を設定している
だけでなく、2018年 1月時点では市の公共サービスのための税を徴収していない。非市制化地域における
郡サービスへの税負担もしていないため郡からサービスの提供はなく、憲章の規定に反して実際には郡道
の整備、管理なども実施しなければない状態になっている。なお、この費用は財産税ではなく、手数料、
登録料、ユーティリティ料などの収入で賄われているという。 
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保健衛生、社会福祉等に関する施設を設置し若しくは管理し、又はこれらを使用する権利を規制するこ
と。 
七 清掃、消毒、美化、公害の防止、風俗又は清潔を汚す行為の制限その他の環境の整備保全、保健衛
生及び風俗のじゆん化に関する事項を処理すること。 
八 防犯、防災、罹災者の救護、交通安全の保持等を行うこと。 
九 未成年者、生活困窮者、病人、老衰者、寡婦、身体障害者、浮浪者、精神異常者、めいてい者等を
救助し、援護し若しくは看護し、又は更生させること。 
十 労働組合、労働争議の調整、労働教育その他労働関係に関する事務を行うこと。 
十一 森林、牧野、土地、市場、漁場、共同作業場の経営その他公共の福祉を増進するために適当と認
められる収益事業を行うこと。 
十二 治山治水事業、農地開発事業、耕地整理事業、公有水面埋立事業、都市計画事業、土地区画整理
事業その他の土地改良事業を施行すること。 
十三 発明改良又は特産物等の保護奨励その他産業の振興に関する事務を行うこと。 
十四 建造物、絵画、芸能、史跡、名勝その他の文化財を保護し、又は管理すること。 
十五 普通地方公共団体の事務の処理に必要な調査を行い、統計を作成すること。 
十六 住民、滞在者その他必要と認める者に関する戸籍、身分証明及び登録等に関する事務を行うこと。 
十七 消費者の保護及び貯蓄の奨励並びに計量器、各種生産物、家畜等の検査に関する事務を行なうこ
と。 
十八 法律の定めるところにより、建築物の構造、設備、敷地及び周密度、空地地区、住居、商業、工
業その他住民の業態に基づく地域等に関し制限を設けること 
十九 法律の定めるところにより、地方公共の目的のために動産及び不動産を使用又は収用すること。 
二十 当該普通地方公共団体の区域内の公共的団体等の活動の綜合調整をすること。 
二十一 法律の定めるところにより、地方税を賦課徴収し、又は分担金、使用料、加入金若しくは手数
料を徴収すること。 
二十二 基金を設置し、又は管理すること。 
 
この例示は現在では削除されているものの、自治体が行う事務範囲の規範となり、それに
基づいて組織が作られてきた。 
 
2.民間への委託可能範囲の模索 
日本の自治体においては、サンディスプリングス市のような大胆な民間委託は困難だと
考えられている。また、民間委託が可能な範囲についての明確な基準はないため、大規模、
広範囲の委託を行おうとする場合には、対象業務の仕分けを各自治体が業務実態に合わせ
て検討しなければならず、膨大な手間が必要となる。 
民間委託の可能範囲を検討する際、民間委託の対象外とされているのが、「公権力の行使」
にあたる行為である。公権力の行使の範囲に関する判断基準としては、行政事件訴訟法に
おける処分性が用いられている。最高裁の判決（最高裁昭和３９年１０月２９日判決／民
集１８－８－１８０９）において、行政処分とは「公権力の主体たる国または公共団体が
行う行為のうち、その行為によって、直接国民の権利義務を形成しまたはその範囲を確定
することが法律上認められているもの」とされ、それが行政処分にあたると解されるとき
は、公権力の行使にあたると解すると考えられている。 
民間への委託が可能な範囲については、2007 年に総務省の「地方公共団体における民間
委託の推進等に関する研究会」がまとめた報告書において、公共サービスの民間委託の範
囲について、民間委託に適さない業務として(1)法令の規定について（法令により、公務員
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が実施すべきとされている業務）、(2)相当程度の裁量を行使することが必要な業務、(3)地
方公共団体の行う統治作用に深く関わる業務（ア公の意思の形成に深く関わる業務、イ住
民の権利義務に深く関わる業務、ウ利害対立が激しく、公平な審査・判断が必要とされる
業務）を挙げている。ただし、この整理にあたり「しかしながら、これらの業務の境界に
ついては必ずしも明確な整理がなされていない状況にあり、地方公共団体においては、具
体的にどのような業務について民間委託を活用することが適当なのかといった点について、
少なからず戸惑いがある」としている。 
内閣府（2015年）では、窓口 25業務を民間委託が可能な業務とされている。なお、現在
国は公権力の行使を伴う窓口関連業務の委託のために「地方独立行政法人」の活用を進め
る考えを示している。地方独法の職員は公務員のため、公権力の行使を含む業務までを一
貫して担うことができることから、現在行われている窓口業務の民間委託などに比べて効
率的に業務が実行できると考えられている。 
しかし、これでは官民での業務範囲の検討の精緻化を阻害し、「公共サービスの官による
独占」を続け、新たに公的機関を増加させる懸念もある。 
 
3.東京都足立区、日本公共サービス研究会 
東京都足立区が 2012年に立ち上げた「日本公共サービス研究会」では、市役所サービス
の外部化に関する検討を行った。その際には、業務を「専門性の有無」と「定型性の有無」
によって４分割で検討している。専門・定型業務、専門・非定形業務、単純・定型業務、
単純・非定形業務として分け、このうち、行政特有の専門性が求められるものの定型化が
可能な専門・定型業務（戸籍事務、会計・出納、介護保険事務、国保事務、窓口業務など）
は高度な専門技術を持つ民間事業者への可能だとして、会計・出納業務、国民健康保険業
務を外部化することとした。この分類では、それまでの窓口業務の民間委託などと違い、「専
門性の高い業務」であっても日常的に政策的な判断が必要のない業務であれば外部化が可
能であるとしたことが特徴的である。それ以前は、民間委託されるのは「単純・定型業務」
が多く、市場も成熟してきたが、専門・非定型業務はそれまで民間委託の対象となってき
ていなかった。 
 
4.首都圏のある自治体での調査 
筆者がかかわった首都圏のある自治体では、「公権力の行使」に関する整理と、足立区に
よる考え方を参考に、2013～2014 年度に外部化の可能範囲を検討するための全庁的な調査
を実施した。対象としたのは、企画課等一部を除いた課。事務事業の各項目に基づいて、
各人が業務に費やしている時間をリストアップし、以下に基づいて分類した。 
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図表 4 事務事業仕分けの基準 
 
ここでは、「公権力の行使」また「専門性が高い」業務の対象となりうる範囲として、▽
政策立案にかかわる▽法令・条例等によって職員が行わなければならない▽政治的色彩が
強い▽行政内部でのノウハウの継承が必要―という内容で整理した。また、判断を要する
ものの定型的な業務を▽民間の知見を活用することで効率化ができる▽時期によって需要
が上下する業務▽その他に分類し、これを民間委託または非常勤等で対応する範囲とした。 
第一段階としてアンケート形式で各課の回答を集計し、第二段階ではアンケートに基づ
き抽出した一部の課を対象に改めて調査趣旨の説明を行ったうえで聞き取り調査を行い、
アンケート結果のレビューを行った。 
なお、調査を二か年にわたって実施したのは、当初は業務分類がより簡易的であり、特
定の課のみを抽出して調査対象としたものの、分類の精度が十分ではなかったことに加え、
特定の課での結果を横展開することは難しかったためである。このため、2014 年度は分類
をより細分化したほか、対象をほぼ全ての課に拡大した。 
結果としては、約３割の業務が非常勤嘱託職員も含む委託が可能と分類した。この調査
にあたっては、各課への聞き取り調査など膨大な時間を費やす必要があった。また、あく
までも従来の業務のやり方の中で外部化が可能なものを検討したため、大胆に委託範囲を
設定することは困難であった。 
 
III 日米の比較 
1.自治体の提供事務範囲と財政規律 
日米の自治体が実施する事務の範囲を見ると、行うことができるあるいは行うものと考
えられている（例示されている）事務の範囲はどちらも広いが、日本の基礎自治体の方が
より多くの事務を行うものと考えられている。 
ただし、アメリカの場合、ほぼすべての州が財政均衡を法的に位置付けており、「州の創
造物」である自治体も州のルールに従って財政を均衡させるのが原則となり、これを守る
ことができない場合、制度上は州によって自治体を解消させることもできる。このため、
区分 No
Ａ　高度な判断を要する専門性が
あり、定型化の不可能な業務
No
B　判断を要する専門性があるが、
定型化が可能な業務
No
Ｃ　判断を要さないか要しても軽易
な判断で足りる定型業務
A-1
企画・立案等業務で政策形成への
関与度が高い
B-1
民間の知見を活用することで効率
化が期待できる
C-1 非常勤職員で実施可能な業務
A-2
公権力の行使等、法令・条例等に
より職員が行わなければならない
実施義務がある
B-2
ある時期に年間業務の大半が集
中するような繁忙期がある
A-3
政治的色彩の強い情報など、重要
度が極めて高い情報を取扱う
B-3 その他
A-4
業務の専門性を行政として継承し
続ける必要性が高い業務
A-5 その他
実施
主体
※非常勤職員には、再任用職員を含む。
業
務
の
性
質
行政が引き続き行う（正規職員が行わな
ければならない。）
委託事業者/非常勤職員 非常勤職員を基本とする
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自治体が課税ベースを上回る公共サービスを提供したり、自治体の職員を雇ったりするこ
とは起こりづらい。そういった状態が発生、継続すると、州の管理下に置かれたり、破た
んしたりするようになる。 
サンディスプリングス市等の自治体では、公共サービスを提供するのに十分な課税ベー
スがあることを検証することが通例となっており、2017 年に設立されたストーンクレスト
市では、市設立前に一度フィージビリティスタディを行った結果、提供するサービスに対
して課税ベースが小さすぎるとして一度は市設立が否決された。その後、市域の縮小、提
供するサービスから警察を除外する 10などして財政的に均衡させるといった見直しを行い、
新市の設立が認められることとなった。 
人口が少なく、都市化も進んでいない場合、公共サービスに対する需要が少なく、気概
も少ない。ところが、人口が増え、人口密度が高くなると様々な都市的課題が発生するよ
うになり、公共サービスへのニーズが高まる。そこで、自ら都市計画、開発許可や住環境
悪化への対策を行おうという欲求が旧来の住民の間で高まり、自治体を設立する。自治体
の設立当初は、スタートアップの自治体に対する寛容性があるが、さらに新興の住民が増
えたり自治体のスタートアップから時間がたったりすることで、自治体に対する要求も高
まる。また、自治体自身も日常のオペレーションにも慣れ、財政的、人的余裕が生まれる
ことでサービスの向上が求められるようになる。つまり、人口増、都市化が進む時期には、
左下から右上に向かって、住民の期待、社会的要請によって自治体サービスのニーズが高
まる方向に力が働く。この間に、組織体制の在り方、拡充していくべきサービスの取捨選
択、提供方法と財源の精査などが行われる。現在のサンディスプリングス市周辺はこうい
った中で組織の拡充や、自市だけでは提供できないサービスの広域連携による提供を行っ
ている。特に、アメリカにおいては民間への委託や IGA による広域連携が盛んにおこなわ
れているため、自治体が権限をもつ事業でも、民間事業者や他自治体に提供を委託するこ
ともできることから、自治体が持つ資産を最小限にすることも可能だ。サンディスプリン
グス市域では、市設立以前から民間事業者によるごみ収集が行われており、現在も市は事
業者に委託を行い、あくまでも環境基準等の管理監督のみを行っている。水道の提供はア
トランタ市から IGA に基づき提供を受けている（ただし、この契約を解除しフルトン郡と
の契約に変更する検討が進んでいる）。このため、市はごみ収集車や浄水施設等の資産を自
ら所有する必要がない。 
 
 
 
 
 
 
                                                   
10 ただし、今後新たな税の徴収を予定しており、税収が増加した後に警察等を市が実施するとしている。 
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図表 5 人口、都市化の度合いと期待される公共サービスの量（範囲）の変化） 
 
（筆者作成）  
 
一方で、自治体が成熟し、地域からの人口流出、財政的な制約が強くなってくる時には、
景気対策等も相まって、サービスを縮小する方向へは進みづらく、財政破たんに至るケー
スも多い。例えば、ミシガン州デトロイトは、人口流出の中で都市として多くの公共サー
ビスを提供し続けていた結果、2012 年に財政破たんを宣言し、非常に限定的なサービスし
か行うことができなくなった。破たん処理による債務整理や市の業務・体制の見直しなど
が行われた後、徐々に民間や周辺自治体との協働などを通じて自治体としての機能を取り
戻してきている。2017 年に訪問した際には、市や民間主導でまちづくりを行う財団の職員
らから、「デトロイト市は破産してよかった」といった評価が多く聞かれた。 
日本の場合、自治体が提供する事務に対する住民等の期待は高く、全国でほぼ一律のサ
ービスを受けられると考える人も少なくない。人口の減少、財政のひっ迫等が進んでも、
提供する公共サービスを一気に減らす方向へは向かわず、自治体のサービスは維持しなが
らも財政効率を高めるために市町村合併が進められた。現在は、広域連携の枠組みが拡充
されたり窓口サービス等を複数の自治体が共同で委託できるよう地方独立行政法人の活用
がうたわれたりしているものの、公共サービスの提供範囲見直しに踏み切る自治体は多く
はない（公共施設分野で統廃合、削減計画が進んでいるのは数少ない例外である）。 
とはいえ、平成 28（2016）年度の決算状況調べを基に各自治体の財政状況を見ると、全
国の市町村と東京特別区計 1741自治体のうち、1164自治体（527市区、637町村）で義務
的経費（人件費、扶助費、公債費の合計）が自主財源の額を上回っており、そのうち 193
自治体で義務的経費が自主財源の２倍を超える。人件費だけだと 94自治体、扶助費のみの
場合でも 42 自治体が自主財源を上回っている。公債費が自主財源を上回る自治体も 43 あ
る。日本の税制、自治体の財政制度上、国や都道府県からの財源に依存する自治体が多い
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のは仕方ないという反論もあろうが、人件費、公債費だけでも自主財源を上回る自治体が
あるのは由々しき事態である。全国にくまなく基礎自治体が存在し、過去からの経緯とし
て多くの公共サービスを提供している日本では、公共サービスの範囲を縮小し他所との差
が発生するのを容認するのは容易ではないが、財政状況に合わせて事務範囲の見直し、体
制の見直し等を行っていかなければならない状況なのは明らかである。 
 
2.公共サービスの縮小 
前述のように、各自治体で業務の外部化の検討等を行う際にも、通常は現在の事務事業
を継続して実施することを前提とし、組織、部署の在り方も現状を維持する前提となるこ
とが多く、あくまでもある事務事業の一部または全部をだれが実施するかだけを見直すこ
とになる。アメリカのように、部門ごと一定の権限を持たせた包括委託が可能であれば大
幅な効率化も見込めるが、各部署で行っている業務の一部のみを外部化するのでは、業務
の効率も上がらず、財政抑制効果も少ない。特に、自治体職員数が少ない小規模な自治体
ほど各職員が担当する業務が少量多種となるため、外部化が困難になる。また、包括民間
委託ではないため指揮命令系統が錯綜し、偽装請負などの諸問題も発生する。 
病院や刑務所の PFI 事業や公共施設の包括管理委託で行われているような事業全体での
サービスの細分化、バンドリングなども含めた大幅なビジネスプロセスの見直しを行わな
い限り、外部化には限界がある。その際には、改めて当該自治体において現在実施してい
る事務事業を自ら実施するのが適当であるのかを、財源と関連付けて検討する必要がある。 
 
3.インセンティブの活用による委託料抑制 
サンディスプリングス市が設立された当初、市役所業務を委託された CH2M Hill 社が、
市域内で活動している事業所登録や酒類販売登録を改めてチェックし、GPS上にマッピング
した。それによって市制発足以前に登録されていた数が実際に登録すべき数の半数程度だ
ったことが判明した。サンディスプリングス市と CH2M Hill 社との契約では、登録事業所
を新しく発見し税収が増加した場合、初年度は税収増加分の半額を民間事業者の収入とす
ることを認め、翌年度以降は全額を市の収入とすることとした。サンディスプリングス市
に続いて設立されたジョンズクリーク市では、建築確認の業務委託に大幅なインセンティ
ブ制度を導入した。サンディスプリングス市での CH2M Hill 社の契約は、一定額の委託料
を支払っており、申請数が少なくても民間事業者にとっては安定した収入が得られるもの
だった。これに対して、ジョンズクリーク市では市と同社との契約は無償の契約で、申請
料の８割を実際に業務を行うサブコンが自らの収入とし、残りを市と CH2M Hill 社が折半
する。これにより、民間事業者はできるだけ効率を上げより多くの申請を処理しようとす
るようになり、建築確認への対応が早いことが評判となって事業所の誘致等にもつながり、
市は申請が少なかった場合に委託料を払いすぎることもなく、申請が増加すれば増収にも
なる。 
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4.所有権の移転 
公共サービスの縮減を進めようとする場合に、もう一つ必要な視点は、公共施設等を自
治体が所有し続けるべきかどうかという点だろう。 
サンディスプリングス市他の新市では、設立当初、民間が所有するビルを賃借してテナ
ントとして市役所を置いた。サンディスプリングス市の場合、市の設立準備期間中、民間
ビルの賃借契約も委託先の民間企業が結んだ。ジョージア州の憲法において、自治体設立
時に自治体の境界や市役所を定めることは決められているものの、自治体が建物を自ら「所
有」しなくてはならないという規定はない。ただし、発足したてで財政状況も良好であり
長期的に存続していくと考えられる自治体においては、長期的な視点から賃借を続けるよ
りも自ら所有したほうが費用対効果が高いとして、新たに庁舎を自ら整備（新築または民
間ビルの取得・改修）を行ったが、現在もストーンクレスト市は民間ビルにテナントとし
て入居している。 
図表 6 リスク移転と包括化の総合と民営化都市の移転 
 
(根本（2008）を基に筆者作成)     
根本（2008）は、サンディスプリングス市等（特に当初の一社一括の包括民間委託）つ
いて「CH2M Hillが指向する包括化の特徴は、資産を保有しないことである」と指摘してい
る。つまり、資産の所有権ごと民間へ譲渡する民営化（Privatization）とは異なり、資産
の所有権は公共に残しながら、必要とされている機能（公共サービス）の提供のみを民間
へ委託する。根本は、この背景として、道路や公園などを含むインフラ等の取得費用（郡
から新市への移管時）が廉価であることや、新市が当初は庁舎も含めた公共施設を民間ビ
ルのテナントとして利用するなど資産を所有しない形態を多くとっていたことに加えて、
資金調達に難がないことから公的資産の売却など（民営化も含む）民間資金の活用がさほ
ど必要なかったことなどがあったとしている。他方、財政面で困難な状況に陥っているこ
とが多いわが国の自治体においては、不要な資産の売却（民営化を含む）なども含めた PPP
の方向性も追求すべきとしている。所有権の移転と包括委託の延長線上にある「民営化都
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市」の可能性についても言及している。 
日本においても、中央省庁の一部部署等を含め民間のオフィスビルを賃借して官公庁の
執務スペースとして利用しているケースや、リース式庁舎などの整備も進んでいる。行政
庁舎は、利用主体である自治体の活動の継続性があり、長期的な利用を前提としているこ
とを考えれば、自ら施設を所有し、建設、維持管理することが効率的であることが多いが、
人口規模の縮小を受けた市町村の合併や電子化などによる庁舎規模の縮小等が見込まれる
場合、民間が所有する施設を利用する手法もより積極的に検討がなされるべきであろう。
さらに、公共施設では異なる用途・目的や補助金で作られていながら、会議室機能のよう
に重複し、かつ民間でも提供可能なスペースも多い。茨城県ひたちなか市のように、市営
住宅の一部を家賃補助に置き換える自治体なども出てきており、特に建築物については、
自治体の所有にこだわらない見直しが有効であろう。公用車をはじめ民間との共用、シェ
アなどが可能な資産もある。こういった資産については、積極的に所有の見直しを進める
べきである。 
一方、ネットワーク型の土木インフラ（道路、水道、下水道など）については、公共財
としての性質も強く、また他地域との連続性、接続性や災害時の対応なども求められるこ
とから、一般に営利企業が整備するのは困難であると考えられており、民間によるニュー
タウン地域などを除いて原則は公共が広域連携等を利用して実施しているケースが大半で
ある。 
 
日米では自治体の成り立ち、業務範囲、市民からの期待が異なる。しかしながら、サン
ディスプリングス市周辺で新たな自治体が設立され、各自治体が自らの地域で自ら徴収す
る税金によって、どの程度のサービスをだれが提供すべきかという模索が行われ、時間を
追うごとに試行錯誤、変化している様子は、今後ますます高齢化、人口減少が進み公共サ
ービスの需要増加と財政制約が厳しくなる日本の自治体において「最低限の公共サービス
は何か」「自市の住民が最も望んでいるサービスは何か」を考え、そのための組織形態、提
供主体の在り方を検討する際に大いにヒントになるだろう。 
 
（注）本稿で取り上げているサンディスプリングス市他の情報は、2008 年以降複数回実
施している現地視察でのヒアリング、インタビュー等による。 
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